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■ 調査の概要

■ 調査の内容・成果①：水素ステーションの現状コストと政府によるコスト目標とのギャップ要因

■ 調査の内容・成果②：2030年に向けた水素ステーションのコスト低減評価・分析

■ 今後の見通しについて：水素ステーションの自立化に向けた検討事項の整理

• 我が国では燃料電池自動車（以下、FCV）と水素ステーションの普及および自立化に向け、「超高圧水素インフラ本格普及技術研究開発事業」などの
事業を通じて、水素ステーションのコスト低減に関して取り組んできた。本調査では、同事業で得られた水素ステーションに関する研究開発成果のコスト低
減効果を検証し、現状及び将来的な水素ステーションコストの調査・分析を行った（乗用車向けの水素ステーションを対象として調査）。

• 調査を通じ水素ステーションの普及および自立化に向け、今後重点的に取り組むべき研究開発領域を明らかにした。それに加えて、商用車向けの水素ス
テーションを含めて自立化に向けた提言も行った。

✓NeVから取得した2022年度平均コストをベー
スに、ヒアリングを行い、実態のコスト水準を調査。
✓工事費含む整備費が、約4.1億円（土建工
事費も含めるとさらにコスト高）と想定される。

✓整備費と同様に、NeVデータおよびヒアリ
ングに基づいて整理した現状の運営費は、
約4,000万円/年と想定される。
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◼ 要因①：水素ステーションのコストが実
態として高い状況にある。

• 補助金の上限額や対象範囲の関係から、
補助金ベースのコストと実態のコストに差、
様々な仕様・タイプが混在、インフレなどによ
る建設費の高騰、メーカーの適正な利益確
保に向け、設備販売価格の値上げ

◼ 要因②：水素ステーションのコスト目標
の前提条件を満たしていない。

• 政府が設定した1社で年間100台程度の
設備生産という目標に対して実際には生産
量が大幅に未達

◼ 要因③：政府によって設定されているコ
スト目標のハードルが高すぎる。

• 水素供給インフラに高いスペックが求められて
おり、仕様とコスト目標にギャップあり

①コスト目標とその実現が可能な仕様の再設定

②仕様の標準化・発注時期の平準化による

余計なコスト発生を抑制

③研究開発や規制見直しの必要性
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現実性の高いコストを
抽出すると、昨年度
微減としていた整備
費低減額はさらに微
減にとどまる。

他R&D

量産効果

物価上昇・
為替など

現在の延長線上の拡大
では、量産効果は見込
みにくい。

また、その他R&Dの効果
も限定的。半面、物価
上昇・為替影響による整
備費の上昇要因は一定
あり、コスト上昇要因を
打ち消すほどのコスト低
減効果は見込みにくい。

■規制の見直しによる部品・材料コストの低減
研究開発と規制の見直しを併行して実施することに
よって、相乗効果で整備費が低減する可能性が一
部の領域で見込まれる。
さらに、海外と同じ設備仕様や材料で設備を製造で
きるようになれば、設備の仕様が共通化されコスト低
減が進みやすくなる。

今後は商用車向けの水素ステーションにおけるインフラ整備を
見据えた仕様の設定などに関する検討が必要になってくる。

2030年に向けた整備費のコスト低減分析

• 次世代自動車振興センター（以下、NeV）から取得した2022年度の水素ステーション平均コストを基に、メーカー・ST運営事業者などにヒアリングを行う
ことで水素ステーションのコスト実態を把握した。その上で、2023年度の現状コストと政府による2025年度のコスト目標と比較分析を行った。

• 「超高圧水素インフラ本格普及技術開発事業」における研究開発コスト成果の検証に加えて、その他コスト増減に影響を与える要素について検討を行い、
2030年における水素ステーションのコスト低減評価・分析を行った。

現状目標

◼ニッケル当量の規制見直しによる調達の制約解消
ニッケル当量規制の導入によって、設備メーカーや工
事事業者にょる材料調達に制約が生じ、安価に材料
を手配できなくなってしまっているため、規制を大幅に
緩和することが不可欠である。

NeVデータと比較して
実勢価格は上振れし
ている。

• 調査内容を基に、水素ステーションの自立化に向けた検討事項を主に7点挙げた。抽出したこれらの主要な論点を踏まえ、商用車を軸にFCVの普及戦
略と水素ステーションの自立化に向けた論理を検討し直すことが、今後水素ステーションの普及および自立化に向けた要諦となってくる。

水素ステーションのコスト低減
に関する将来の方向性

① R&Dや量産効果、規制の見直
しといった現在の延長線上の打
ち手の方向性では大幅コストダ
ウンは見込みにくい。

② 様々なプレイヤーを巻き込みなが
ら、スペックのバランスを調整して、
コストと利便性を考慮した仕様
への見直しが重要である。

③ 今後は商用車向けの水素ス
テーションにおけるインフラ整備
を見据えた仕様の設定などに関
する検討が必要である。

＞

水素ステーションのコスト低減
に関する将来の方向性

調査を通じて整理した水素ステーションの自立化に向けた主な検討事項

水素ステーションの発注仕様見直し

水素ステーションの政府によるコスト目標の見直し
（政府の計画や戦略、目標を定期的に見直すサイクルの検討、情
報の収集・分析も含めて）

水素ステーション仕様の標準化、発注時期の平準化

検討① 水素販売差益を確保できるようなあり方

今後に向けた商用車向け水素ステーションの仕様など

今後の展開に向けた構築すべき水素流通網のビジョン・戦略

水素ステーションで低炭素水素利用を促進する方策

検討②

検討③

検討④

検討⑤
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検討⑦
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